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日立製作所のBWR予防保全技術センター

原子炉建屋の作業床から原子炉圧力容器下部までを実寸大で模擬した設備であり,原子炉機器の補修作業時の施工条件の確認に活用している｡

原子力発電は,長期にわたって電力供給の基幹

を担っていくことが期待されている｡そのためには,

運転可1の原子力プラントに適切な予防保全を行い,

高い信頼性および稼動率を維持していくことがきわ

めて重要である｡特に,毎年行われる定期検査を効

率よく遂行し,短縮化を図って稼動率を向上させる

こと,および運転年数の長くなった経年化プラント

の的確な保全によって信頼性を維持することが強く

要請されている｡

定期検査の効率化･短縮化については,至近年度

での実現を目指し,電力会社の指導のもとに準備を

進めており,さらに定期検査の最適化に向けた長期

的な手法･技術の開発に取り組んでいる｡

経年化プラントの信頼性確保のためには,機器･

材料の経年変化メカニズムの把握と寿命評価によ

り,適切な検査･診断と補修･取り替えなどの対策

を図っていくことが重要である｡特に,接近の容易

でない原子炉圧力容器や炉内機器の保全技術の開発

に注力し,実際のBWR(沸騰水型原子炉)プラント

の構造を模擬した実規模モックアップ設備により,

遠隔装置の機能確認や施工条件の確立を図っている｡

*口立製作所原子ノJ事業部 **日立製作所口立工場 ***日立製作所電力･電機開発本部 ⊥学博士
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山 はじめに

わが国の運車云小の臆子力発電の設備容量は,平成6年

末で4,036.6リノkWとなり,全発電量の約30%を担うまで

になっている｡

このうち,運転開一始後20年以上経過したBWRプラン

トの設備容量は206万kWであり,プラント基数としては

4基である｡これらの値は,当然ながら次第に増加して

いくことになり,経年化への対応がいっそう重要になっ

ている｡

一方で新しいプラントも次々と参入し,プラント数も

増人していく｡

したがって今後の憤子カプラントの保全サービスは,

経年化の程度や設計世代の相違を考慮し,各プラントの

それぞれの事情を勘案し,的確に計画された内容とする

ことが求められる｡その基盤となるところは,安心して

運転できるように信頼性を維持することであり,加えて

原子力発電を取り巻く要因を多面的に評価しなければな

らない｡

ここでは,これらの課題に対する日立製作所の取組み

について述べる｡

日 保全サービスにおける課題

保全サービスに)拒められる課題は,図lに示すように

多岐にわたっている｡特に電力の安全･二女定供給と経済

性向+Lを両立させることが,従来以上に強い社会的要請

となっている｡とりわけ,運転プラントの基数の噌人と

ともに,多数プラントの定期検査(以‾卜,定検と略す｡)を

運転プラント事例分析

{}
信頼性情報

内外情報

通芸芸省ウ報告事故

社内事例

全社情報

ネットワーク

設備情報

{}
建設プラント事例分析

ウ

背 景 課 題

信頼性向上

経年化対策

電力の安全

安定供給

経済性の向上

社会環境への

対応

設備利用率向上

線量当量低減

環 境保 全

対応策

総合品質保証活動

不具合類似品対策

寿 命 評 価

点検･検査･モニタリング

補修･取替･予防保全

総合的な設備管理

定検期間短縮

状態監視保全

運転中保守(予備品取替)

長期サイクル運転

改造･改良工事期間短縮

水 質 改 善

自動化･高効率化設備

フ ロ ン 対 策

図l保全サービスにおける課題と対応

電力の安全･安定供給とともに,経済性の向上が求められている｡

効率よく遂行し,原子力プラントの稼動率を向上させる

こと,また運転年数の長くなった経年設備･機器の的確

な保全を進めることが重要な使命となっている｡

田 信頼性向上への活動と成果

わが回では,国･電力会社･プラントメーカーが協力

●デザインレビュー

●新設計実証試験

●プラントQF活動

･総点検

･試運転レビュー

●定検ノートラブル活動

●再発防止対策

･各部ZD活動

･事例検討

･長期故障事例対策

●改善提案

原

子

力

高

信

頼

化

委

員

会

図2 日立製作所の原子力信頼性向上への取組み

建設から運転保守に至るまで,一貫して全社一体となった品質保証活動に取り組んでいる｡
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し,改良標準化をはじめとした信頼件向上i古動に二取り組

んできた結果,今日では世界でトップレベルの運転実績

をあげている｡

日立製作所は,プラント建設段階から予防保全サービ

ス段階に至るまで,一貫して全社一体となった品質保証

捕動を展開している(図2参照)｡計画･設計段階でのデ

ザインレビューや実証試験による徹底した新設計の検

証,建設中プラントの品質l呂止活動(プラントQF:Qual-

ityFirst)の推進とともに,コンピュータを利川した全社

情報ネットワークにより,国内外の運転経験やトラブル

の偵国究明･再発防止対策の徹底を図-),建設･運転中

プラントの信頼性向上に努めている｡こうした活動の社

内統括のため,原子力高信頼化委員会を定期的に開催し,

規格基準の整備や重点課題の検討を図っている｡

こうした活動は実際のプラントの運車云性向上や信頼性

向上に寄与し,わが国の計画外停止件数の低減,設備利

用率の血Lに少なからず結び付いているものと考えてい

る(図3参照)｡今後さらに経済性の向上を目指して,定

検の短縮というニーズにこたえながら,高信頼性の維持

を凶っていく｡

田 定検の効率化と期間短縮

4.1定検と設備利用率

原子力はベースロードを担っており,設備利用率を上

げることが重要である｡臆子力発電設備の定検では,法

令による官庁･第三者機関の立会検査のほか,電ノJ会社

の自主点検および改良改善工事などが行われている｡プ

ラント停止期間はこれらの検査,工事内容によって変わ

り,平均して90R強(最近の5年間平均)となっている｡

これらの点検･保守活動は,諸外凶に比べても広範か

つ入念であり,これがわが国の原子力プラントの為し-信

頼性を築く要因となってきたが,一方この期閑は設備の

不様軌期間となっている｡設備利川率向上のためにほ,

定検を極力効率よく行って短縮すること,または定検か

ら定検までの運車云期間を長くする,いわゆる長期サイク

ル運転が有効と考えられている｡

4.2 定検の効率化と期間短縮への取組み

定検時での保守点検性の向上,作業者の線量当最低減,

および定検期間の短縮は,当初から憤子ノJ発電の定着化

のための大きな課題であー),昭和50年代に官民協力して

行われた改良標準化計画の中で,定検支援設備などの改

善が行われ,大きな成果が得られた｡

さらに,最近の設備利用率向上の要求に対応し,大き
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図3 計画外停止件数,設備利用率の推移

日立製作所は,一貫した品質保証活動などにより,わが国の計画

外停止件数の低減,設備利用率の向上に寄与している｡

な改造･改良工事のない標準的な定検を約2週間短縮

し,平成7年度実施予定の定検で,110万kW級BWRプラ

ントでは凶l勺最短の60口で実施するように準備を進めて

いる｡将来的には,高機能設備の導入,国の定検高度化

検討などによる合理的な短縮を目指しているものの,当

面の具体策としては悦子炉関連1事,タービン分解点検,

海水系機器の点検など,多岐にわたるクリティカル･サ

ブクリティカル工程の作業分析を行い,人員の適正投入,

作業方法の改善,および予備品使用の最適化の検討を凶

っている｡また,全体的な効率向_とを凶るため,原子力

発電所に特有な放射線管理区域の入退城に伴うロス時間

を最′+､限に抑えるため,電力会社と協力してこの改善に

耳丈り組んでいる｡これらの具体策を図4に示す｡

4.3 定検の最適化と長期サイクル運転

これまでの定検のやり方は,経馬釧勺に定められた時間

周期ごとに機器の分解･点検を行う,いわゆる時間計画

保全であるが,機器の性能･信頼性が改善されている最

近のプラントに対しては,過剰になっているとの指摘も

されている｡したがって,信頼性のレベルを維持しなが

ら,検査内安手･周期(頻度)を最適化していくことが求め
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原子炉

解列 並列

∇原子炉開放 燃料移動 核計装･CRD点検 燃料取替ほか 原子炉･格納容器復旧 起動準備 ▽

＼
l高速燃料取替機Il高性能CRD交換機l

タービン

本体分解 点検手入れ 本体組立 フラッシング･起動準備

＼
卜由圧式ボルトテンショナlダイヤフラムホーニング装置l

作業量低減策 予備品入れ替え方式 機器点検周期の延長 定検の高度化(点検･検査の項目･仕様の適正化)

作業効率向上 l 放射線管理区域への入選域効率化 Il 人員投入適正化 l

注:略語説明 CRD(制御棒駆動機構)

図4 定検の効率化･短縮化対応策

高機能設備の導入,国の定検高度化等への取組みとともに,予備品入れ替え,作業方法の改善などの具体化を図っている｡

られている｡

このための手法として,信頼性解析によって機器の故

障モードを評価し,プラント運転性･安全性に重大な影

響を与える故障モードを抽出し,信頼性とコスト,効果

の最適化を図った保全方法を決定する信頼性重視保全方

式の活用に.取り組んでいる｡

信頼性重視保全は,効果の少ない保全作業の削除や,保

全方法の選定および保全頻度の最適化にあたって有効な

手法と考えられている｡これによ-),故障モードの発生

防止に有効な保全作業,周期などを具体的に決定すると

ともに,運転状態を監視し兆候を検出診断して,適切な保

全を行う状態監視保全への移行を図ることが期待できる｡

このための予兆検出･診断･支援を目的としたプラン

プ
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FTA(Fa山TreeAnalysis)

ト監視診断技術を継続して開発リーである｡このシステム

の一例を図5に示す｡プラントのプロセスデータをデー

タ収集装置で収録し,絶対値や相関値の監視によって異

常を予兆の段階で検出し,AI,パターンマッチング手法

などによる異常発生個所の診断,対応処置の支援を行う｡

また通常時には,適切なサンプリング時間ごとにプラン

ト正常時のデータを収集し,圧縮して保存し,異常の判

定に用いる｡

定検から定検までの運転期間は,国内では12か月が標

準となっているが,海外では18ないし24か月の長期サイ

クル運転が行われている｡今後,国内でも運転サイクル

が長期化される方向にあり,これに備えた燃料やポンプ

のシールのような機器の取替部品の開発がすでに完了し

入
出
力
制
御

⇒

信
号
前
処
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ウ
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診断用
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信
号
処
理

⇒
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予 兆 検 出

しきい値比較
(絶対値,相関,
過去のデータ)

● デシジョンテーブル

凸
診断･支援

●FTA･デシジョンテーブルによ

よる要因推定
(エキスパートシステム)

●任意パラメータトレンド表示

●過去のデータ重ね表示

=::>

=>

¢

通常時の情報提供

●70ラント運転状況

●信号処王里,表示設定

予兆発生時情報提供

●異常予兆原因

●運転支援情報

図5 プラント総合監視診断システム

プロセスデータを周期的に取り込み,異常を予兆の段階で検出して原因を診断する｡
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ている｡

4.4 大型改造工事期間の短縮

最近の予防保全工事計画の動向を考慮すると,定検の

期間が,短期一短期一長期といった,数年間を見通した

あるパターンで計画される傾向にある｡このため,大型

の改造工事は長期の定検時に集約して実施されることに

なるが,その中でもこの長期定検をいっそう短縮し,で

きるかぎr)短い期間で実施する必要がある｡

このようなニーズに対応するため,工事の一部を事前

に定検前に実施しておく工事手法の改善,現地工事用自

動化設備の開発と有効活用,ブロックモジュール化の導

入などの手法,工法,設備の改善に取り組んでいる｡こ

れらの工事用設備の一例を図6に示す｡現場ニーズに合

わせた小型,軽量で使い勝手の良い設備の開発と活用で

効果を上げるようにしている｡

B 経年化プラント信頼性確保への取組み

,70年代初期に遷幸云を開始したプラントは,すでに20年

ヤ､■

醐
jヂ
し

(a)全自動溶接装j量

丁叫照

､やご､
こ)曳､

(b)遠隔NC配管加工機

図6 工事用自動化設備の例

規場ニーズに合わせた使い勝手の良い設備を開発している｡

以上を経過している｡これらの経年化プラントの安全性

･信頼性の確保のためには,機器･材料の経年変化メカ

ニズムの把握と寿命評価により,適切な検査･診断と補

修･取替などの対策を図っていくことが重要である｡こ

れまでわが国では,海外先行プラントの運転経験などか

ら,早目に取替等の予防保全を実施してきたが,今後は,

取替が容易に行えない偵子力圧力容器や炉内機器の適切

な保全がますます重要となっており,日立製作所はこの

ための技術開発に取り組んでいる｡

5.1炉内主要機器の寿命評価

補修･取替などの作業とその準備に時間のかかる炉内

機器に対しては,不具合の発生を事前に予測し,必要に

応じて的確な予防保全を施して,先手管理によって不具

合の未然防止を図ることが重要である｡

このためには,各機器,各部材を構成する材料の経年

変化メカニズムを明確にし,寿命を定量的に評価するこ

とが重要である｡この結果に基づき,各機器,各部材で

の問題発生の可能性だけでなく,発生する可能性のある

時期を予測して,該当部材の使用環境で最も効果的な劣

化抑制策を提案する｡さらに,その効果と実施までに許

容される時間的余裕を推定したうえで,必要に応じてモ

ックアップ装置を使用し,施工技術を確立する｡以_Lの

プロセスを図7に示す｡

日立製作所は機器材料の応力腐食剤れ(SCC)による

損傷可能性を予測するため,材料,応力,環境についての

機器,部位ごとの材料の経年変化

メカニズム解明

経年変化因子の定量化

(材質,残留応九 腐食環境)

機器寿命の予測

(寿命評価モデル)

先行炉での

損傷事例

点検,検査による損傷量の定量化

対策と実施時期の選定

(取替,環境改善,表面改質など)

モックアップ試験(検査,施工)

実機予防保全への適用

図7 BWR炉内機器,構造の寿命評価と対策

寿命予測に基づく先手管王里の手順を確立し,予防保全に適用して

いる｡
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図8 放電加工によるサンプリング

純水中で微小試験片をサンプリングするための加工電極の構造

を示す｡

8種類の岡子を取り込んだ｢寿命評価指数+と呼ぶ手法を

開発した｡すでに,炉内のステンレス鋼,インコネル合金

を対象とした損傷評価ツールとして実際に活用している｡

今後,機器･材料のいっそうの定量的な寿命評価が重

要になると考えられる｡このためには,損傷の発牛･進

展の定量的把握と,材料自体の中性子照射などによる劣

化を取り入れた寿命評価が必要になる｡

5.2 炉内機器の点検･補修･予防保全技術

(1)検査･診断技術

これまでに,BWRの供用中検査技術高度化の一環と

して,憤子炉圧力容器の溶接部を内面から検査可能な超

音波探傷技術を開発してきた｡しかし,炉内機器を対象

とした非破壊検査では,狭陰(あい)部が多く近接が困難

であること,高し-放射線レベルによるセンサの劣化など

の新たな問題が存在することなどのため,さらに高度な

技術が要求される｡

そのため日立製作所は,走行機構と形状可変のアーム

を持ち,複雑かつ狭陰な部位にもアクセス可能な超音波探

傷装置を開発した｡また,センサの耐7K性,耐放射線性に

ついても評価し,実プラントに十分適用できることを確

認した｡

また,炉内機器については,月鯛寸や熱による経年変化

を定量的に診断することも要)托される｡経年変化を高い

精度で診断する場合は,構造部材そのものから微小試験片

をサンプリングする方法が優れていると考えられている｡

口立製作所は,純7K中で放電加工により,微小試験片

をサンプリングできる技術を開発した(図8参照)｡
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これら検査･診断技術のl昌】上は,予防保全工法などの

実機適f那寺へ施⊥条件を決定するために有用なことと考

えている｡

(2)炉内機器の補修･予防保全技術

これまで日立製作所は予防保全技術として,環境改善

策では水素注入技術を,応力改善策では誘導加熱式応力

改善法およびウォータージェットピーニング法を,材料

表面改質法としてはハウジング内面を対象としたTIGタ

ラッド法などを開発してきた｡これらに加え,さらにレ

ーザ表面改質法などの開発を進めている｡

また,炉内機器に関する各種の補修･取替⊥法の実機

適用技術の開発も進めている｡

(3)実規模炉内模擬試験設備

これまでに述べてきた各種の技術を実機に適用する場

合には,実際の環境を極力忠実に模擬した設備を使い,

機能確認および実機を念頭に置いたトレーニングを十分

に実施しておくことが不可欠である｡l+立製作所はこの

目的のために,BWR予防保全技術センターを建設し,各

種試験に使用を開始した(43ページの写真参照)｡

このセンターの特徴は次のようにまとめられる｡

(a)BWRプラントの原子炉圧力容器ペデスタル‾F部

から作業フロアレベルまで実規模でモデル化した設備

である｡

(b)炉上部,炉内はもとより,炉下部での作業も伴う

各種の対応が可能である｡

(C)ピットは余裕を持って設計されておr),開発,試

験,検査などの効率的な対応が可能である｡

さらに,会議室スペースも設けられており,研究者･設

計者･予防保全上事関係者との打ち合わせ･確認作業や

デザインレビューなども行える｡裡数機器の開発･試験

を同時並行的に行えるとともに,予防保全⊥事の全工程

を同一個所,同一条件で行うことによr),研究開発のリー

ドタイムの短縮や施工品質の向上も図れるようにしてい

る｡今後,この設備を用し-て各種の補修･取替⊥法の実証

をはじめ,試験,トレーニングを実施していく計何である｡

田 おわりに

ここでは,定検の短縮化･最適化のための取組みと経年

化プラントの信頼性確保を目指した技術開発について述

べた｡今後とも,運転フロラントに対する社会のこ-ズに

こたえるため,電力会社をはじめ関係各位のご指導を得

ながら技術の開発,および保全サービスの充実に取り組

んでいく考えである｡




